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1-1 メディアとデジタルコンテンツ

拡大続ける日本の電子コミック市場と米
国のセルフパブリッシング市場

中島 由弘 ●インプレスイノベーションラボ編集委員

2017年は米国でキンドルが発売されて10年を迎える。それ以前から、
電子書籍への取り組みは各国、各社で行われてはきたが、ビジネスとし
て成功したという点で、この10年目は大きな節目といえるだろう。

■市場規模：日本の電子書籍と電子雑誌
市場は1826億円に拡大
　インプレス総合研究所が毎年発表している日本
の電子書籍と電子雑誌の市場規模推計を図1に示
す。この調査によると、2015年度（2015年4月

～2016年3月）における日本の電子書籍市場規模
は1584億円、電子雑誌の市場規模は242億円と
なっている。今後も順調に成長を続け、2020年
には電子書籍は3000億円、電子雑誌は480億円
規模になると予測している。

資料1-1-5　電子書籍、電子雑誌の市場規模予測

出典：インターネットビジネス調査報告書 2016、インプレス総合研究所
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　さらに、電子書籍市場の内訳を見ると、2015
年度の電子書籍市場1584億円のうち、約8割の
1277億円がコミックであり、文字もの（文芸、実

用書、写真集を含む）は約2割の208億円にすぎ
ない。この傾向は以前から続いているものであ
り、日本市場の特徴的な構成である。

資料1-1-6　電子書籍市場規模のジャンル別内訳

出典：インターネットビジネス調査報告書 2016、インプレス総合研究所

　日本ではコミックが電子書籍における主要なコ
ンテンツ形態であることから、その多くはスマー
トフォンやパソコンで閲覧され、表示装置に電子
ペーパーを採用している電子書籍専用端末での閲
覧は少ない。

■日本市場のトピックス1：アマゾンが
月額定額制読み放題サービスを開始する
も問題も発生
　本年度の日本市場における最大の話題は、アマ
ゾンが2016年9月2日に開始した月額定額制の電
子書籍読み放題サービス「キンドルアンリミテッ
ド」である。このような定額課金によるサービス
は米国で先行して行われていたものである。
　キンドルアンリミテッドは、月額980円で多数
の対象書籍の中から自由に閲覧することができる

サービスである。退会した場合でも、メモなどは
そのままアカウント内で保存されるので、次回申
し込んだときにはそれが復活する。
　一方、出版社にとっては、読者が一定のページ
数（全体の10％）を閲覧すると、1冊購入した場
合と同じだけの対価が支払われる仕組みになって
いると言われている。もちろん、著者にも出版社
から印税が支払われることになる。
　発売直後の作品はさておき、既刊本で新規の読
者が減少している作品については、キンドルアン
リミテッドの対象商品になることで新たな売上
を期待することができる。読者が内容を気に入れ
ば、手元においておける印刷版が購入されたり、
続刊が購入されたりする可能性も出てくる。
　しかし、キンドルアンリミテッドの対象作品に
するかどうかはアマゾンに決定権がある。実際、
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キンドルアンリミテッドを開始して間もなく、多
くの人がアクセスした作品が対象作品からはずさ
れるという事件が起きた。
　これには、アマゾンが想定していたよりも出版
社への支払金額が膨らんだことから、アマゾンが
アンリミテッド対象作品を削減したという事情が
あった。出版社や著者は期待していた売上が得ら
れなくなったことから、集英社や小学館といった
大手出版社が、アマゾンのやり方に対して意見書
を公表するという事態に至った。
　一部のコミック作家も既刊本からの大きな印税
を獲得することができたようだが、それも長くは
続かないこととなった。
　こうした行き違いの背景には、契約書の文面を
優先する米国企業と、ビジネスマナーやコミュニ
ケーションを優先する日本企業という文化的な相
違、そして何よりも日本で電子化されている作品
や消費者の嗜好が明らかに米国とは異なることな
ど、市場性の相違がある。それらの相違を計算に
入れなかったアマゾンの事業計画の甘さがこうし
た事態を招いたと言えるだろう。

■日本市場のトピックス2：雑誌のサブ
スクリプションサービスが順調に成長
　電子雑誌のサブスクリプションサービスも順調
に拡大をしている。とりわけ、NTTドコモのdマ
ガジンが好調であるようだ。
　その結果、印刷版の雑誌の売れ行きに影響を与
えていると言われている。2016年末に報じられ
た出版科学研究所の日本の出版物市場調査におい
て、印刷版雑誌市場規模が印刷版書籍市場規模を
下回るまでに減少したという。情報鮮度、情報粒
度がウェブコンテンツと競合しやすいということ
や、ゲームやSNSなどのデジタルエンターテイン
メントでの時間消費が増加したことなど複合的な
原因もあるが、電子雑誌の定額制サービスによる

影響も無関係ではない。

■米国市場のトピックス1：大手出版社
の電子書籍売上構成比が下落
　米国の電子書籍市場規模を測る標準としては、
AAP（Association of American Publishers）と
いう、出版社で構成される業界団体の統計があ
る。主に、市場の半分以上のシェアを占める大手
出版社の数字が影響する統計である。
　これによると、2016年における電子書籍市場
規模は売上金額も部数も下落が続き、一時期は
大手出版社の売上構成比の25%～30％程度を占
めていたものが、15～20%程度とおよそ10ポイ
ント減少した。つまり、電子書籍の規模はピーク
時から見ると約3分の2にまで減少したというわ
けだ。
　背景には、大手出版社がアマゾンでの小売価格
決定権を維持することになったことから、値引き
どころか、むしろ値上げをする傾向になり、書店
が自由に値段を決められる印刷版よりも高くなる
という逆転現象まで引き起こしたことがあると言
われている。つまり、大手出版社は従来の自らの
ビジネスモデルを維持することには成功したが、
新たなメディアは見限ったとも言える。
　一方、規模が小さいために表れにくいが、中小
出版社の一部では電子書籍売上が伸びているとい
う調査もある。こちらは、大手出版社以外はアマ
ゾンが小売価格を決定できる契約になっている
ことから、オンライン上のアマゾンによるマーケ
ティングが奏功したという、大手出版社にとって
は皮肉な展開である。
　今後、大手出版社がどのような戦略を採るかは
まだ見えないが、米国の出版業界の「保守性」が
際立った年となった。
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■米国市場のトピックス2：セルフパブ
リッシングの市場規模が拡大
　大手出版社の商業出版物ではなく、セルフパブ
リッシングは好調である。この分野は業界団体や
調査会社の統計があるわけではない。しかし、通
称“データ・ガイ（Data Guy）”と名乗る人物が運
営するオーサーアーニングス（Author Earnings）
という統計サイトがその成長性をあぶり出した。
　2016年3月に米国で開催された電子出版コン
ファレンスであるデジタルブックワールドで登壇
したデータ・ガイ氏によると、独自のクローラー
と呼ばれるソフトウェアで、アマゾンのサイトか
ら書誌情報や売れ行きランキングなどを取得し、
協力者である著者から寄せられた販売部数や印税
額などを使って、セルフパブリッシング市場が拡
大していることを統計的に証明した。
　広く公表されるAAP統計では「電子書籍は下落
傾向」と見られていたが、実は「セルフパブリッ
シングは拡大」というまったく違う世界が明らか
になったわけだ。
　2016年半ばには、その成長性にも停滞のシグ
ナルが出ていると発表されたが、その後も成長は
継続しているものと見られる。
　そして、プロの作家が、出版社に頼らずにセル
フパブリッシングによって高い印税率でビジネス
することができるようになってきているようだ。
　この分野が来年以降もどう動いていくのかは注
視すべきポイントである。

■米国市場のトピックス3：IDPFとW3C
の統合により何が変わるのか
　 IDPF（International Digital Publishing
Forum）は EPUB の仕様策定をする業界団体
で、W3C（World Wide Web Consortium）は

HTMLなどのウェブに関する技術の標準化団体で
ある。EPUBはウェブの技術の上に成り立ってい
るので、当初から両者が協調関係にあることは知
られていた。ただし、IDPFは主に出版関連の企
業が中心となり、W3Cはインターネットに関わ
る多く分野の大手企業が参加している点で異なっ
ている。
　2016年5月に、IDPFとW3Cの統合に関する起
案がなされた。今後のEPUBの発展やブラウザー
への実装、また、ウェブと電子書籍パッケージと
の相互運用性などを考えると、統合することが望
ましいという運営側の意図がある。
　同年11月には IDPF会員各社の投票により、
W3Cへの統合の方針が承認され、2017年から、統
合に向けた具体的な動きが出てくることになる。
　統合により期待されることは、ウェブとEPUB
の相互運用性の確保と、ブラウザーへの電子書籍
関連仕様の実装がある。たとえば、アノテーショ
ンがEPUBとオンラインで同期することや、電子
書籍やその内部の図表などをURIによって指し示
すこと、などが挙げられる。
　一方、懸念されることは、W3Cの会費はIDPF
に比べて高いため、猶予期限は設けられるもの
の、出版業界の企業が参加しにくくなるという点
がある。また、仕様策定に関与する人が増えるた
め、交渉や策定プロセスのハードルが高くなる可
能性もある。
　いずれにせよ、電子書籍が市民権を得る段階が
終わり、広く社会インフラとして利用される持続
性のあるものとなるためには、今回の統合は避け
て通れないだろう。
　そして、出版業界、特に日本の出版業界にとっ
ては、いま以上に国際的な場面での提案力、およ
び貢献が求められるようになる可能性がある。
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